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1.  平成21年12月期第3四半期の業績（平成21年1月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年12月期第3四半期 5,786 2.0 445 △17.3 335 △27.0 213 △14.6
20年12月期第3四半期 5,675 6.1 538 4.1 459 3.2 250 26.8

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

21年12月期第3四半期 42.28 ―
20年12月期第3四半期 49.54 49.45

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年12月期第3四半期 16,828 7,700 45.5 1,514.91
20年12月期 16,357 7,618 46.4 1,499.63

（参考） 自己資本   21年12月期第3四半期  7,661百万円 20年12月期  7,584百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年12月期 ― 0.00 ― 25.00 25.00
21年12月期 ― 0.00 ―
21年12月期 

（予想） 25.00 25.00

3.  平成21年12月期の業績予想（平成21年1月1日～平成21年12月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 8,200 4.5 600 △15.6 450 △24.3 260 △21.7 51.41
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4.  その他 
(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

(注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４.その他をご覧ください。 

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項
等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４.その他をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年12月期第3四半期 5,104,003株 20年12月期  5,104,003株
② 期末自己株式数 21年12月期第3四半期  46,393株 20年12月期  46,253株
③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 21年12月期第3四半期 5,057,715株 20年12月期第3四半期 5,052,488株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等に
より、上記の予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項については、添付資料の３ページをご参照ください。 
当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第14号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。 
なお、第１四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正す
る内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第６条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しておりま
す。 
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 当第３四半期累計期間（平成21年１月１日～９月30日）におけるわが国経済は、各国政府の財政出動による景気対

策の効果もあり、表面的には底打ちの様相を呈した感があるものの、企業収益や雇用・所得環境は未だ厳しい状況が

続いており、景気の反転力は依然として不透明なまま推移しました。 

 このような厳しい経営環境の中、マスク関連事業部門においては、防じんマスク、防毒マスクの主力市場である製

造業の生産及び雇用が本格的な回復には至らなかったため販売も低調で、売上高49億32百万円、前年同期比6.2％の

減収となりました。 

 環境関連事業部門においては、法規制に伴うホルムアルデヒド対策用換気装置の需要が大手病院で一巡したため、

売上高は８億53百万円、前年同期比104.4％増に留まりました。 

 以上の結果、同累計期間の売上高は、57億86百万円、前年同期比2.0％増になりました。 

 利益につきましては、顧客のコスト削減策の影響による高収益製品の販売比率の低下、新製品の製造コストの増加

及び減価償却の耐用年数短縮等による売上原価率の上昇に加え、退職給付費用として１億66百万円を販売費及び一般

管理費に計上したことから、営業利益は４億45百万円、前年同期比17.3％減、経常利益は３億35百万円、前年同期比

27.0％減、四半期純利益は２億13百万円、前年同期比14.6％減となりました。  

  

 当第３四半期における現金及び現金等価物（以下「資金」という。）は、税引前四半期純利益が３億90百万円

でありましたが、売上債権の減少及び仕入債務の増加、長期借入による収入等の要因により、資金残高は前事業

年度末より５億69百万円増加し、21億87百万円となりました。 

各キャッシュフローの状況とそれらの要因は、次の通りです。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は８億48百万円となりました。これは主に、税引前四半期純利益が３億90百万円

となったことと売上債権の減少によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は２億20百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出２億

46百万円と有形固定資産の売却による収入によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は58百万円となりました。これは主に、長期借入金の純増額83百万円及び配当金

の支払額１億25百万円等を行ったことによるものです。 

  

 通期につきましては、第３四半期累計期間における業績動向を踏まえ、業績予想の見直しを行った結果、平成21年

２月５日に公表しました平成21年12月期の通期の業績予想を修正いたしました。詳しくは、本日別途公表した、「業

績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

 なお、配当予想につきましては、修正いたしておりません。 

定性的情報・財務諸表等

１．経営成績に関する定性的情報

２．財政状態に関する定性的情報

３．業績予想に関する定性的情報
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① 棚卸資産の評価方法 

当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎と

して合理的な方法により算定する方法によっております。 

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、

簿価切下げを行う方法によっております。 

② 固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している固定資産の減価償却費については、当事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して

算定しております。 

③ 退職給付費用の算定方法 

 退職給付費用については、当事業年度に係る退職給付費用の額を期間按分して算定しております。 

④ 繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。  

  

① 当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

 会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」

 に従い四半期財務諸表を作成しております。 

 なお、第１四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）から、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第６条第１

項第５号ただし書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

② 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を当

第１四半期会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）に変更しております。 

 この変更に伴う損益に与える影響はありません。  

  

③ リース取引に関する会計基準の適用 

 「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平

成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以降開始

する事業年度に係る四半期財務諸表から適用することが出来ることになったことに伴い、当第１四半期会計期間

からこれらの会計基準を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法についてはリース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につきましては通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

 この変更に伴う損益に与える影響はありません。  

  

有形固定資産の耐用年数の変更 

法人税法の改正（減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令 平成20年４月30日 財務省

令第32号）に伴い、従来、機械及び装置につきましては、耐用年数を15年としておりましたが、第１四半期会計

期間より９年に変更しております。 

この結果、従来と同一の基準によった場合と比べて、当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前

四半期純利益は、それぞれ72,122千円減少しております。 

  

４．その他

（１）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（２）四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

（３）追加情報
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５．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,187,317 1,617,654

受取手形及び売掛金 2,817,187 3,340,727

商品及び製品 745,538 808,774

仕掛品 743,027 300,186

原材料及び貯蔵品 402,110 417,674

繰延税金資産 134,216 134,264

その他 72,843 79,508

貸倒引当金 △3,000 △4,000

流動資産合計 7,099,241 6,694,791

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,473,668 1,505,581

機械及び装置（純額） 1,114,259 1,254,506

土地 5,377,462 5,337,522

その他（純額） 342,931 287,745

有形固定資産合計 8,308,322 8,385,356

無形固定資産 27,095 23,183

投資その他の資産   

投資有価証券 209,525 233,312

繰延税金資産 351,300 238,348

保険積立金 751,504 700,196

その他 82,130 83,274

貸倒引当金 △1,000 △1,000

投資その他の資産合計 1,393,460 1,254,131

固定資産合計 9,728,879 9,662,671

資産合計 16,828,121 16,357,462
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 240,186 175,009

短期借入金 1,100,000 1,100,000

1年内返済予定の長期借入金 1,472,900 1,399,500

1年内償還予定の社債 2,200,000 －

未払金 194,490 123,498

未払法人税等 152,456 134,383

賞与引当金 210,000 199,000

役員賞与引当金 17,000 27,000

その他 131,738 250,312

流動負債合計 5,718,771 3,408,702

固定負債   

社債 － 2,200,000

長期借入金 2,540,500 2,530,300

退職給付引当金 417,498 200,432

役員退職慰労引当金 434,500 395,100

その他 16,500 4,451

固定負債合計 3,408,999 5,330,283

負債合計 9,127,771 8,738,986

純資産の部   

株主資本   

資本金 674,265 674,265

資本剰余金 528,693 528,693

利益剰余金 6,478,484 6,391,063

自己株式 △41,779 △41,640

株主資本合計 7,639,663 7,552,381

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 22,153 32,378

新株予約権 38,533 33,716

純資産合計 7,700,349 7,618,476

負債純資産合計 16,828,121 16,357,462
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（２）四半期損益計算書 
（第３四半期累計期間） 

（単位：千円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 5,786,720

売上原価 3,151,030

売上総利益 2,635,690

販売費及び一般管理費 2,190,404

営業利益 445,286

営業外収益  

受取利息 1,108

受取配当金 3,451

受取手数料 6,684

雑収入 13,449

営業外収益合計 24,693

営業外費用  

支払利息 76,151

支払手数料 35,000

その他 23,410

営業外費用合計 134,562

経常利益 335,418

特別利益  

保険返戻金 31,947

移転補償金 31,854

貸倒引当金戻入額 1,000

特別利益合計 64,801

特別損失  

有形固定資産除却損 2,697

投資有価証券評価損 6,546

特別損失合計 9,243

税引前四半期純利益 390,975

法人税、住民税及び事業税 283,000

法人税等調整額 △105,888

法人税等合計 177,111

四半期純利益 213,864
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 390,975

減価償却費 385,082

有形固定資産除却損 2,697

投資有価証券評価損益（△は益） 6,546

退職給付引当金の増減額（△は減少） 217,066

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 39,400

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,000

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10,000

受取利息 △1,108

受取配当金 △3,451

支払利息及び社債利息 76,151

売上債権の増減額（△は増加） 523,540

たな卸資産の増減額（△は増加） △364,041

仕入債務の増減額（△は減少） 65,177

未払消費税等の増減額（△は減少） △27,111

その他 △125,236

小計 1,186,689

利息及び配当金の受取額 4,560

利息の支払額 △81,768

法人税等の支払額 △261,062

営業活動によるキャッシュ・フロー 848,417

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △246,089

有形固定資産の売却による収入 31,500

無形固定資産の取得による支出 △5,865

長期前払費用の取得による支出 △268

貸付金の回収による収入 1,000

その他 △412

投資活動によるキャッシュ・フロー △220,135

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 2,100,000

短期借入金の返済による支出 △2,100,000

長期借入れによる収入 1,000,000

長期借入金の返済による支出 △916,400

配当金の支払額 △125,923

その他 △16,296

財務活動によるキャッシュ・フロー △58,620

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 569,662

現金及び現金同等物の期首残高 1,617,654

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,187,317
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 当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」に従い四

半期財務諸表を作成しております。 

 なお、第１四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第６条第１項第５号

ただし書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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「参考資料」 

前年同四半期に係る財務諸表等 

（１）（要約）四半期損益計算書 

前第３四半期累計期間（平成20年１月１日～９月30日） 

  
  
  

科目  

前第３四半期累計期間 
（自 平成20年１月１日 

  至 平成20年９月30日） 

  金額（千円） 

Ⅰ 売上高  5,675,814

Ⅱ 売上原価  3,061,612

売上総利益  2,614,202

Ⅲ 販売費及び一般管理費  2,075,736

営業利益  538,466

Ⅳ 営業外収益  28,927

Ⅴ 営業外費用  107,938

経常利益  459,455

Ⅵ 特別利益  8,900

Ⅶ 特別損失  18,624

税引前四半期純利益  449,730

法人税、住民税及び事業税  223,000

法人税等調整額  △23,552

四半期純利益  250,282
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前第３四半期累計期間（平成20年１月１日～９月30日） 

  

（２）（要約）四半期キャッシュ・フロー計算書

  
前第３四半期累計期間 
（自 平成20年１月１日 

  至 平成20年９月30日） 

区分 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益  449,730

減価償却費  369,958

固定資産除却損  14,869

貸倒引当金の減少額  △54,000

退職給付引当金の増加額  80,843

役員退職引当金の減少額  △16,400

賞与引当金の増加額  22,000

役員賞与引当金の減少額  △11,000

受取利息  △3,547

受取配当金  △4,521

支払利息  69,350

売上債権の減少額  303,906

たな卸資産の増加額  △297,090

仕入債務の増加額  111,584

未払消費税等の減少額  △70,340

その他  △56,554

小計  908,789

利息及び配当金の受取額  8,173

利息の支払額  △75,072

法人税等の支払額  △203,920

営業活動によるキャッシュ・フロー  637,970

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預け入れによる支出  △47,000

定期預金の払戻による収入  300,069

有形固定資産の取得による支出  △2,185,323

有形固定資産の売却による収入  85,656

貸付金の回収による収入  900

その他  △6,815

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,852,512
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前第３四半期累計期間 
（自 平成20年１月１日 

  至 平成20年９月30日） 

区分 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入  1,100,000

短期借入金の返済による支出  △1,100,000

長期借入れによる収入  2,300,000

長期借入金の返済による支出  △1,036,894

自己株式の売却による収入  3,613

自己株式の取得による支出  75

配当金の支払額  △126,089

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,140,704

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額  △73,837

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  1,907,983

Ⅵ 現金及び現金同等物の四半期末残高  1,834,146
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 品目別売上高  

  

  

６．その他の情報

区分 

前第３四半期累計期間 

（自 平成20年１月１日 

  至 平成20年９月30日)

当第３四半期累計期間 

（自 平成21年１月１日 

  至 平成21年９月30日) 

比較増減 

(△は減) 

金額（千円） 比率（％） 金額（千円） 比率（％） 金額（千円）

防じんマスク  3,075,615  54.2  2,845,291  49.2  △230,323

防毒マスク  1,108,199  19.5  897,990  15.5  △210,209

防じん・防毒マスク関連その他製品  1,074,255  18.9  1,189,526  20.6  115,271

小計  5,258,070  92.6  4,932,809  85.2  △325,261

環境改善工事及び機器  417,743  7.4  853,912  14.8  436,168

合計  5,675,814  100.0  5,786,720  100.0  110,906

（上記のうち輸出分）  (281,101)  5.0  (253,567)  4.4  △27,534
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